
事 務 連 絡

平成27年1 0月1 3日

各都道府県水道行政担当部(局) 御中

厚生労働省医薬・生活衛生局

生活衛生・食品安全部水道課

水道メーターの適切な使用について（再周知）

水道行政の推進につきましては、平素よりご尽力及びご協力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

厚生労働省では、別紙「水道メーターの適切な使用について」（平成 20 年９月 19 日

事務連絡）において、計量法（平成４年法律第５１号）による水道メーターの利用に係

る規制の周知と適切な使用について注意喚起してきたところですが、今般、ある水道事

業者において、水道メーターの適切な交換がなされず、計量法に規定された検定等の有

効期間を過ぎた水道メーターが使用されている事例がありました。本件は、計量法によ

る水道メーターの利用に係る規制についての認識の誤り、不足等から発生したと考えら

れます。

つきましては、水道メーターの適切な使用について、貴管下水道事業者に対し、改め

て注意喚起をお願いいたします。

なお、本通知は、厚生労働大臣認可の水道事業者に別途通知していることを申し添え

ます。

【問い合わせ先】

厚生労働省医薬・生活衛生局

生活衛生・食品安全部水道課

給水装置係

電話 03(5253)1111(内線4033)



事 務 連 絡

平 成 2 0 年 9 月 1 9 日

各都道府県水道行政担当部（局） 御中

厚生労働省健康局水道課

水道メーターの適切な使用について

日頃から水道行政の推進にご協力いただき、感謝申し上げます。

さて、経済産業省産業技術環境局知的基盤課計量行政室から以下のような情報提供が

ありました。

 このところ計量法（平成４年法律第５１号）に規定された検定等の有効期間を過

ぎた水道メーターの使用が判明した事例が度々発生していること。

 水道メーターについて年度ごとにまとめて取り替え等を行っている場合に、検定

等の有効期間の満了の月が一定ではないことから、取り替え等の時までに一部の

水道メーターが検定等の有効期間を過ぎていた事例などがあること。

計量法の規定では検定等の有効期間を過ぎた特定計量器は取引における計量に使用

してはならないとされており、水道メーターについてもこの規定の対象とされています。

（「計量法による水道メーターの利用に係る規制について」経済産業省産業技術環境局

知的基盤課計量行政室作成 参照。）

つきましては、水道メーターについて適切に使用するよう、貴管下水道事業者に対し

て改めて注意喚起をお願いします。

なお、厚生労働大臣認可水道事業者に対しては別途同様の事務連絡を送付しているこ

とを申し添えます。

【問い合わせ先】

厚生労働省健康局水道課給水装置係

電話 03(5253)1111（内線4009）
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計量法による水道メーターの利用に係る規制について

平成２０年９月

計量行政室

水道メーターを含む特定計量器を用いて取引・証明をする場合には、検定証印又は基

準適合証印が付された特定計量器を利用しなければなりません。また、特定計量器の種

類によっては、検定証印及び基準適合証印の有効期限が定められており、この期限内の

ものを利用しなくてはなりません。（法第１６条第１項）

※ 「取引」については、法第２条第１項で「有償であると無償であるとを問わず、物又は

役務の給付を目的とする業務上の行為」と定義されています。

※ 特定計量器については、法第２条第４号及び施行令第２条で定義されており、「水道メ

ーターのうち、口径が三百五十ミリメートル以下のもの」が含まれています。

※ 法第７２条第２項及び施行令第１８条で検定証印の有効期限が定められており、水道メ

ーターの有効期限は８年とされています。基準適合証印の有効期限についても、同項が

引用されています。（法第９６条第２項）

※ 検定証印とは、経済産業大臣、都道府県知事等が行う検定を受け、これに合格した特定

計量器に付される表示です。（法第１６条第１項第２号イ、第７０条から第７２条）

※ 基準適合証印とは、工場又は事業場における品質管理の方法について都道府県等の行う

検査を受け、これに基づいて大臣から指定を受けた製造事業者が製造し、省令の基準等

に基づく自主検査を行って合格した特定計量器に付される表示です。（法第１６条第１

項第２号ロ、第９１条、第９５条、第９６条）

※ これに違反すると、六月以下の懲役若しくは五十万円以下の罰金に処し、又はこれを併

科することとされています。（法第１７２条第１号）
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